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１ 重点戦略の考え方 

（１）策定趣旨 

交通ネットワークは、地域の暮らしや産業を支える上で欠くことのできない社会基盤であるととも

に、社会システムの脱炭素化において重要な役割を担っている。 

道では平成30年(2018年)３月に北海道交通政策総合指針（以下、「指針」という。）を策定し、交通ネ

ットワーク形成の基本的な考え方を示すとともに、具体的な取組を集中的に進める重点戦略を設定した。 

令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５年間においては、６つの重点戦略を設

定し、地域の実情に合わせた公共交通の維持に向け取り組むとともに、水際対策の徹底や交通需要の

回復といったウィズコロナの取組からポストコロナを見据えた取組を推進してきた。 

この間、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、インバウンドを中心に観光需要が回復する一

方、ロシアによるウクライナ侵略など多様なグローバル・リスクの顕在化や燃料価格の高騰のほか、

人口減少・少子高齢化の進行による交通利用者の減少や運転手などの人手不足の深刻化、交通・物流

における 2024年問題、さらにはこうした厳しい環境を背景に事業者の経営環境が大きく様変わり

し、「交通空白」などといった新たな課題が顕在化するなど、社会経済情勢や本道の交通環境の変化

に対応していく施策の検討、実施が必要となっている。 

指針がめざす交通ネットワークの実現に向けては、本道の交通・物流を支える事業者が安定して事

業活動を継続していけるよう、基盤的な運行サービスの確保や利便性の向上を通じた北海道型運輸連

合に向けた取組、物流の共同・中継輸送といった輸送の効率化などに関し、「人手不足への対応」「利

用促進等による収益確保」「事業者間連携による最適化」の観点から施策を充実、加速させることが

急務であり、本道の更なる発展を支えていく上で、今後、集中的に進める取組を重点戦略として設定

し、効果的な施策展開を図る。 

なお、この戦略に基づく施策の推進に当たっては、国の「交通政策基本計画」や「物流革新に向け

た政策パッケージ」はもとより、「北海道創生総合戦略」や「北海道観光のくにづくり行動計画」な

どとも連携・整合を図ることとする。 

 

（２）推進期間 

令和８年度（2026年度）から令和 12年度（2030年度）までの５年間 

 

（３）重点戦略の構成 

本道の交通は、人口減少の進行による利用者の減少や運転手不足、コロナ禍後のインバウンドの更

なる増加など、社会経済情勢や人流・物流の変化に対応しながら、道民の暮らしや旅行者の移動を守

り、経済活動を支える社会基盤としての重要な役割があり、重点戦略では次の３つの柱を設定し、取

組を進める。 

また、こうした社会課題の解決に向けた取組を通じ、事業者目線としての土台ともなる「人手不足

への対応」「利用促進等による収益確保」「事業者間連携による最適化」を確保し、持続可能な地域交

通を実現する。 

① 地域社会を支える、地域課題に適応した交通 

＜シームレスな交通＞ 

・交通モード間の連携による利便性が高くストレスのない公共交通の実現 
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＜地域を支えるネットワーク＞ 

・地域の実情に合わせた移動の仕組みの構築 

② 地域経済の成長を支える、地域への人・モノの流れをつくる交通 

＜交流人口の拡大＞ 

  ・インバウンドなど交流人口の拡大と全道への周遊促進、受入環境の整備 

  ＜物流を支えるネットワーク＞ 

   ・本道が果たす役割のための物流網の構築と国際物流拠点の形成 

③ 安全・安心な暮らしを支える、強くしなやかな交通 

＜平時・災害時にも強い交通＞ 

  ・いつでも安心できる信頼性の高い交通・物流ネットワークの実現 

＜新技術の活用と環境負荷の低減＞ 

 ・交通・物流における DX・GXの推進 

 

（４）交通ネットワーク形成圏について 

交通ネットワークは、単一市町村のみで完結するものではなく、周辺エリアと密接につながってい

ることから、広域（全道）的観点からも捉えていくことが重要であるため、指針においては、人やモ

ノの動き、地域間のつながりの観点から、「道南・道央」「道北」「道東」という一定の地理的範囲を

交通ネットワーク形成圏として設定し、それぞれの圏域において、交通事業者をはじめ、行政機関や

関係団体が一体となって取組を進めるとともに、各圏域間の連携を深めながら、北海道全体の活性化

を促進する公共交通ネットワークの実現を目指すこととしている。 

このため、重点戦略においても３つの交通ネットワーク形成圏の構築を見据えながら、具体的な取

組を推進する。 
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2030年頃の北海道交通のめざす姿 

世界をひきつけ、地域の未来を創る交通ネットワークの実現 

安全で安心に暮らし続けられる交通 国内外との交流が広がる交通 

重点戦略（2026-2030） 

幹線交通・広域交通・生活圏交通の３つの階層を基本に、「道央・道南」「道北」「道東」
の３つの交通ネットワーク形成圏が有機的に結びつき地域を活性化 

 

めざす姿を実現するための４つの施策展開 

世界をつなぐ 競争と共生 

地域を支える リスクに備える 

グローバル化に対応する交通・物流
ネットワークの充実強化 

事業者等との連携による移動の円滑化・
輸送効率の促進 

人・地域を支える持続可能なネット
ワークの構築 

災害に強く、生産性の高い交通・物
流の実現 

 

 

①シームレスな交通 

 

 

②地域を支えるネットワ 

ーク 

  

１ 地域社会を支える、 
地域課題に適応した交通 
 

２ 地域経済の成長を 
支える、地域への人・ 
モノの流れをつくる交通 

①交流人口の拡大 

 

 

②物流を支えるネット 

ワーク 

３ 安全・安心な暮らしを 
支える、強くしなやかな 
交通 

①平時・災害時にも 

強い交通 

 

②新技術の活用と環境 

負荷の低減 

  

 

人手不足への対応（人材確保・新技術活用等） 利用促進等による収益確保(収支改善) 

事業者間連携による最適化 

※「事業者間連携による最適化」は、「人手不足への対応」や「利用促進等による収益確保」に寄与する手段 
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（５）持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた施策の推進 

 道では、2018年(平成 30年)12月、SDGsのゴール等に照らした、本道の直面する課題、独自の価値

や強みを踏まえた「めざす姿」などを示した「北海道 SDGs推進ビジョン」を策定し、当該ビジョン

に沿って、多様な主体と連携・協働しながら、北海道全体で SDGsの推進を図ることとしている。 

本計画は、「持続可能な開発目標（SDGs）」の主に以下のゴールの達成に資するものである。 

 

＜関連するゴール＞ 

目標（ゴール） 概 要 

 
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促 

進する 

 

 すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的なエネルギーへのア 

 クセスを確保する 

 

 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と 

働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

 

 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進 

及びイノベーションの推進を図る 

 

 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実 

 現する 

 

 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップ 

を活性化する 
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２ 重点戦略 

（１）地域社会を支える、地域課題に適応した交通 

 

【現状・課題】 

本道は、人口減少の進行に伴い、公共交通においては利用者数の減少や運転手等の人手不足が

深刻化し、交通事業者の経営環境も一層厳しさを増す中、「交通空白」といった課題も顕在化

し、都市部でさえも減便等が余儀なくされるなど、公共交通の持続可能性が損なわれつつある。 

こうした公共交通のサービス水準の低下は、単に移動が不便になることに留まらず、住民の日

常生活はもとより外出機会の減少、家族等の自動車送迎を行う方の負担の増加などにより、地域

の活力低下にもつながりかねない課題となる。 

持続可能な地域交通を確保していくためには、事業者と利用者、双方の目線で対応策を検討し

ていく必要がある。事業者目線では、相互に競合関係として存在するのではなく、限られた資源

を有効に活用するため、重複路線の見直しや経営の共同化・協業化など、事業継続に向けた取組

が必要となる。そのためには、地域の交通事業者や行政等の関係者が協力・連携する体制構築が

不可欠であり、その下で地域交通の課題を共有し、その維持、確保に向け協議していくことが求め

られる。 

一方、利用者目線では、ニーズに即した利便性の向上が必要であり、その取組の基礎として乗

降や人流といった移動実態を適切に管理するため、モビリティデータ基盤の整備、活用が重要と

なる。こうしたデータは事業者で独自に把握することなく、共通性や互換性、さらにはオープンデ

ータ化の観点も踏まえて整備し、地域全体で統一的に利活用できる仕組みを構築する必要がある。 

こうした一連の取組を通じて、地域の実情に適した交通基盤の必要性を明らかにし、鉄道やバ

ス、タクシーのほか、ライドシェアやデマンド交通など、多様な交通モードを組み合わせた交通の

最適化を図ることが重要である。さらには、交通需要を踏まえ、将来にわたって地域交通を維持、

確保していくためには、交通事業者を支えていく新たな支援制度の検討も必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道総合政策部「北海道人口ビジョン（令和７年(2025年)３月）」 

社人研「日本の地域別将来推計人口(2023 年推計)」及びその推計方法に準拠 
して北海道が推計 

■ 将来人口の推計（北海道） ■ 乗合バス／ハイヤー・タクシー輸送人員の推移（北海道） 

出典：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸」 
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地域公共交通計画を策定した地域公共交通活性化協議会 計画開始年度 

北空知、後志 令和４年度 

中空知、さっぽろ圏、日高、上川、留萌、オホーツク、十勝、釧路・根室 令和５年度 

南空知、胆振、道南、宗谷 令和６年度 

■ 広域的な地域公共交通計画の策定 

■ 市町村向けＭａａＳの導入状況（北海道） 

※ 令和２年の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の一部改正により、すべての地方公共団体において「地域公共交通計画の策定が 
努力義務化。計画期間は原則５年程度（計画目標や地域の実情等を踏まえ、柔軟な設定が可能）とされている。 

※ 上記の地域公共交通計画の計画期間は、オホーツク地域（令和5年4月～令和10年9月）を除き、いずれも５年間。 ※令和7年9月現在 

○ 調査対象：道内市町村（回答179市町村） 

出典：北海道総合政策部調べ 

出典：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸」 

■ 乗合バス路線キロ及び走行キロの推移（北海道） 

出典：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸」 

■ タクシー事業者数及び車両数の推移（北海道） 

活用できている, 29.3%

一部活用でき

ていない, 

17.1%

活用できていない, 53.7%

活用できている, 14.0%

一部活用でき

ていない, 

3.3%

活用できていない, 82.6%

＜事業者＞ ＜市町村＞ 

出典：北海道「地域交通におけるデータ活用・支援制度の検討に向けたアンケート調査」 

■ モビリティデータの活用状況（北海道） 

対策を実施中の地区

57地区

対策を準備中の地区

101地区

対策を検討中の地区

37地区

■ ＜地域の足＞「交通空白」地区の対応状況（北海道）   

出典：交通空白リストアップ調査結果（国土交通省） 
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【基本的な方向】 

鉄道やバス、タクシーのほか、ライドシェアやデマンド交通など、多様な交通モードを組み合

わせた地域交通の最適化や利便性向上に向け、オープンデータ化も見据えた正確なモビリティデ

ータの整備・活用により、広域的な地域公共交通計画のアップデートや、交通環境の変化に対応

した新たな地域交通支援制度の検討・構築に取り組むとともに、交通事業者や自治体など地域の

関係者間の連携による地域 MaaSの導入などシームレス交通や共同化・協業化、地域の実情を踏

まえた交通モードの導入の検討に取り組むなど、北海道型運輸連合※の形成を念頭に置いた取組

を推進する。 

 

 

 

【交通ネットワーク形成圏】 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、交通事業者や地域の関係者が連携し、地域に最適

な交通ネットワークの構築や利用促進の取組を進める。また、空港や鉄道駅などの交通結節点

から、各都市や観光地等へのスムーズな移動・周遊ができるよう、交通ネットワークの充実や

乗継等の利便性向上に取り組む。 

○道央・道南圏において、集積する都市機能を活かし、鉄道やバスなどに加え、地下鉄や路面電

車など多様な交通手段の連携を強化し、利便性の高い交通の実現を図る。 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、交通事業者や地域の関係者が連携し、地域の実情を

踏まえ、ライドシェアやデマンド交通の導入の検討など交通空白の解消に向けた取組を進める。 

 

【具体的な取組】 

  ①シームレスな交通 

○広域的な地域公共交通計画に基づく交通の最適化や利便性向上、利用促進 

地域公共交通活性化協議会による地域公共交通計画の推進や計画のアップデートを通じ、

事業者間をはじめとした幅広い関係者間の連携を推進し、重複路線の解消といった地域交通

の最適化や、乗り継ぎなどの利便性向上に向けた取組、公共交通の需要拡大に向けた情報発

信など利用促進の取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、有識者 等 

出典：北海道総合政策部調べ 

■ 事業者によるＭａａＳの導入状況（北海道） 

○ 調査対象：道内バス事業者（回答２２者） 

※北海道型運輸連合～交通事業者や地域の関係者の連携の下、利便性向上や最適化を通じた公共交通利用者の増加や生
産性向上に向けた取組。北海道では、道内の交通事業者をはじめとする幅広い関係者が相互に協力し、地域交通の維
持・確保に向けた緩やかな連携を図っていくこととしている。 
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   ○地域交通の最適化や利便性向上等に向けたモビリティデータの活用 

地域公共交通計画のアップデートや MaaSの導入など、地域交通の最適化や利便性向上等

の取組に必要となる正確なモビリティデータの整備・活用やオープンデータ化を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、関係団体、有識者 等 

    

○持続的な地域交通の確保に向けた新たな地域交通支援制度の検討 

地域交通を持続的に確保していくため、モビリティデータの活用により、各地域の実情に

対応した新たな地域交通支援制度の検討・構築を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、関係団体、有識者 等 

 

○共同化・協業化に向けた取組の推進 

地域交通の最適化や利便性の向上など、地域における基盤的な交通サービスの提供維持に

向け、交通事業者や自治体など関係者間の共同化・協業化を推進する。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者 等 

 

○地域 MaaS等シームレス交通の全道展開 

 MaaSなどシームレス交通の全道展開に向け、データ基盤やシステム等の共通性や互換性を

考慮し、広域的な移動がしやすくなるよう公共交通の乗り継ぎ利便性の向上に取り組む。ま

た、MaaSの導入に当たり、交通事業者や自治体など地域の関係者が連携・協働して DXと交

通基盤の充実を同時に進め、これらの事例の共有を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、関係団体、関係企業、有識者 等 

   

○持続的な鉄道網の確立に向けた取組 

 持続的な鉄道網の確立に向け、JR北海道と地域の関係者が一体となって、鉄道の利用促

進、魅力発信などの取組を展開するとともに、黄線区においては、利用促進やコスト削減な

どに取り組み、令和８年度（2026年度）末までに線区ごとの事業の抜本的な改善方策を取り

まとめた上で、改善方策に基づく取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、JR北海道、住民 等 

 

②地域を支えるネットワーク 

○「交通空白」の解消に向けた交通モードの導入 

公共交通の人手不足や利用者の減少といった地域の実情を踏まえ、ライドシェアやデマン

ド交通の導入の検討など、地域の移動手段を確保し「交通空白」の解消を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、有識者 等 
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（２）地域経済の成長を支える、地域への人・モノの流れをつくる交通 

 

【現状・課題】 

  ○2024年（令和６年）の訪日外国人旅行者数や2024年度の新千歳空港旅客数は、コロナ前を超え、

過去最多となるなど、観光需要が回復基調にある中、本道においては、外国人来道者数の８割以上

がアジア地域であり、観光客が夏季、道央圏に集中するなど地域的・季節的な偏在がある。加え

て、一部の地域における過度な混雑や人手不足などの課題も顕在化しており、こうした課題に対応

しながら、インバウンドをはじめとした観光需要を更に取り込んでいくことが必要となっている。 

○北海道新幹線については、更なる高速化に向けた取組を進めるほか、国の有識者会議の報告書

（2025年３月）において、札幌延伸の完成・開業は概ね 2038年度末頃の見込みとされている

ことから、一日も早い完成・開業に向けた取組が必要となっている。 

  〇トラック運転手の不足や高齢化、自動車運転業務における時間外労働の上限規制適用開始

（2024年４月）により、地域の輸送力が不足することが見込まれている。さらに本道において

は、農産品等の季節波動が大きく、繁忙期・閑散期の需給差によって物流効率が低下するとい

う地域特有の課題を抱えている。このため、輸送の効率化に向けた取組とともに、物流の生産

性向上や物流事業者の負担軽減に向け、商慣行の見直しや荷主・消費者の行動変容に向けた取

組を進めていくことが必要となっている。 

  〇国際情勢がめまぐるしく変化し、多様なグローバル・リスクが顕在化するなど、輸出をめぐる

情勢が変化する中、輸出拡大を図るため、空港や港湾における国際物流機能の強化に向け取り

組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 訪日外国人旅行者数 

出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「日本の観光統計データ」 出典：国土交通省「空港管理状況調書」 

■ 新千歳空港旅客数 

■ 国・地域別外国人来道者数 

【２０２４年度】 

出典：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書 令和６（２０２４）年度」 
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出典：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書 令和６（２０２４）年度」 

■ 圏域別観光入込客数（延べ人数） 

【２０２４年度】 

■ ＣＩＱ機関の体制等 

出典：北海道総合政策部調べ 

※ 記載の数字は近隣支署等からの車による移動時間 

■ 北海道新幹線のトンネル区間における工事進捗状況 

【２０２４年度】 

出典：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書 令和６（２０２４）年度」 

■ 月別観光入込客数（延べ人数） 

CIQ機関の職員が常駐していない空港が多い 

出典：鉄道・運輸機構「北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）工事月報 

（令和７年９月１日現在）」 



12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ＪＲ貨物コンテナ月別輸送量（対本州） 

出典：北海道運輸局「北海道の運輸の動き（月報（令和7年７月））」 出典：北海道「北海道港湾統計」 

国土交通省「空港管理状況調書」 

■ 輸出入貨物量（北海道） 

■ 国際航空貨物取扱量（道内） 

出典：国土交通省「空港管理状況調書」 

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

■ トラックドライバーの年間労働時間 

出典：国土交通省「宅配便取扱個数の推移」 

■ 宅配便取扱個数の推移 

■ 運転手不足の状況（北海道） 

出典：北海道総合政策部調べ 

【２０２４年度】 

【２０２４年度】 
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【基本的な方向】 

○インバウンドをはじめとした交流人口の拡大に向け、多様な旅行者ニーズ等を踏まえ、本道の

四季を通じた多様な魅力を活かしたプロモーションや航空ネットワークの充実・強化を推進す

るとともに、観光客の地域偏在の解消や道内周遊促進に向け、自然や食、独自の文化といった

資源を活かした地域への誘客促進や鉄道、空港の機能強化、交通の利便性向上を図る。 

○観光の発展が交通の持続可能性の確保につながり、道民生活の質の向上や地域産業の維持・活

性化に寄与するといった視点を持ちながら、旅行者のニーズに応えられるよう、受入環境の整

備や空港を支える人材の確保・育成、空港間の連携を推進する。 

○北海道新幹線の札幌までの一日も早い完成・開業に向けて取り組むとともに、新幹線効果の更

なる発揮に向けた取組を推進する。 

○地域の安定的かつ持続的な物流ネットワークの確保に向け、物流事業者や関係機関など多様な

主体の連携により、各輸送モードの機能向上や中継・共同輸送といった物流の効率化を推進す

るとともに、トラック運送業界の商慣行の見直しや、再配達の削減など荷主・消費者の行動変

容に向けた取組を推進する。 

○貨物の集積や国際物流拠点の形成に向けて、関係機関が連携し、国際航空路・航路の拡大や空

港・港湾の機能強化を推進する。 

 

【交通ネットワーク形成圏】 

○道央・道南圏においては、新千歳空港の国際拠点空港化や北海道新幹線の利用促進の取組を進

め、海外との交流拡大による地域振興や観光振興など本道経済の活性化を図る。また道央圏に

集中する旅行者について各圏域への周遊を促進する取組を進める。 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、新千歳空港への旅行者の集中を緩和するため、道

内地方空港への就航を促進する。また、各空港におけるＣＩＱを含めた機能強化やアウトバウ

ンド需要の創出、室蘭港、函館港や小樽港等でクルーズ船の寄港に向けた取組を一層進める。 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、安定的な輸送の確保に向け、事業者間連携による

中継・共同輸送や地域物流拠点の確保、モーダルシフトの導入など輸送の効率化に向けた取組

を進める。 

○道央・道南圏を中心に、北海道新幹線の札幌延伸に伴い生じる函館線の鉄道貨物輸送に係る諸

課題の解決方策等について、関係者間による検討を継続する。 

○道南・道央、道北、道東の各圏域において、本道からの輸出拡大に向け、新千歳空港をはじめ

とする道内各空港や苫小牧港など港湾のインフラ機能の充実・強化、国際航空路・航路の拡充 

に向けた取組を進める。 
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【具体的な取組】 

  ①交流人口の拡大 

○地域の特性を活かした交流人口拡大の推進 

インバウンドをはじめとする道外からの新たな旅行客を獲得するため、多様化する旅行者

ニーズや市場特性等を総合的に分析し、ターゲットを明確に絞り込んだプロモーションの展

開や、SNS・動画配信などのデジタルメディアの活用によるターゲット層に応じた地域の情

報発信を行うとともに、アドベンチャートラベルなど本道の観光の高付加価値化に向けた取

組を推進する。 

［関係者］国、道、市町村、関係団体 等 

    

○北海道新幹線の整備促進や利用促進に向けた取組の推進 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の一日も早い完成・開業に向けた活動を展開する

とともに、新幹線効果の更なる発揮のため、札幌・東京間における最大限の高速化や各新

幹線駅周辺における交通基盤整備を推進するほか、北東北地方と連携した両地域の交流人

口拡大に向けた取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、関係団体、北東北地方の自治体 等 

 

○航空ネットワークの充実・強化 

道内空港発着の国際定期便やチャーター便の維持・拡充のため、地方空港の国際線の再開及

び新規就航に向けた誘致活動を展開するとともに、道民のアウトバウンドを促進する。また、

国内・道内航空路線の充実・強化のため、地域が一体となって空港間の連携を推進することに

より、道内周遊の利便性を高めるとともに、羽田、成田、関西等の空港から国内線を利用する

訪日外国人旅行者の取り込みを図るなど、本道の航空需要創出に向けた取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、北海道エアポート 等 

    

○クルーズ船の道内港への寄港促進 

大型クルーズ船の受入れに必要な環境整備を推進するとともに、クルーズ船の誘致活動や北

海道の認知度向上に向けた取組を推進し、道内港湾におけるクルーズ船の寄港促進を図る。 

［関係者］国、道、港湾管理者、北海道クルーズ振興協議会 等 

 

○多様なニーズに対応した観光地づくりと交通の充実 

 旅行者がそれぞれのニーズに応じて道内旅行を楽しむことができるよう、本道の自然や食、独自の文化

といった資源を活かした地域への誘客促進を図るほか、公共交通機関における多言語対応やキャッシュレ

ス決済の導入、施設や車両のバリアフリー化、Wi-Fi等の通信環境の整備促進への働きかけなど受入環境

の整備や、地域の観光周遊を促すシェアサイクルなど自転車の利活用を進める。また､道外から道央圏に

集中する観光客の分散のため､往路､復路で新千歳空港と異なる空港を利用する旅行が可能となるよう､航

空､鉄道､バス､タクシー等の交通事業者や関係機関が連携した利便性向上や二次交通の充実に取り組む｡ 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、関係団体、関係企業 等 
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○鉄道の輸送機能等の充実 

道内外の多くの利用者に対し、利便性の高い輸送サービスが提供できるよう、新千歳空

港へのアクセス強化に向けた検討を進めるとともに、観光列車の運行による需要創出や他

交通モードとの連携など、鉄道の輸送機能の充実に向けて取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、JR北海道、北海道エアポート、関係団体 等 

 

○繁忙期等における道内観光地での対応 

 道内観光地における、特定の季節や時間帯への観光客の集中による渋滞や公共交通機関の

混雑、観光客によるルール・マナー違反等の課題に対応するため、季節や時間帯、訪問先の

分散を促す取組とともに、ルール・マナーについて多言語による啓発を進める。また、繁忙

期において他営業圏からのタクシー派遣を活用するなど地域の輸送力確保の取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、関係団体、関係企業 等 

 

○道内空港の機能強化 

道内空港の機能強化に向け、グランドハンドリングや保安検査等の業務の効率化、ＣＩＱ体

制・機能の強化に向けた取組を進めるとともに、道内空港の利用者が、空港と目的地・滞在地と

の間を安全かつ快適に移動できるよう、鉄道、バス、タクシー、レンタカー、フェリーなど各地

域の多様な交通モードの連携及び役割分担により、利便性の高い交通アクセスの整備を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、北海道エアポート、関係団体 等 

 

   ○道内空港を支える人材の確保・育成 

本道の空港を支える人材を将来にわたり安定的に確保するため、関係機関が連携して空港

を支える業務の普及啓発に取り組むとともに、航空会社間の協調により、グランドハンドリ

ング業務の委託先事業者が同じ空港を対象とした作業資格の相互承認のほか、各種教育・作

業手順の共通化などの取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、北海道エアポート 等 

 

  ②物流を支えるネットワーク 

○物流の効率化に向けた取組の推進 

地域における持続的・安定的な物流を確保していくため、共同・中継輸送による積載率の

向上や地域の物流拠点の確保、荷主・物流事業者との連携強化、新たな仕組みによるモーダ

ルシフトの導入の検討を進めるとともに、生産地域におけるファーストマイルの対策や効率

的な共同輸配送・共同拠点利用の仕組みであるフィジカルインターネットの実現に向けた取

組を進める。また、時間外労働の上限規制等による道内各地域への輸送可能エリアの縮小な

どに対応するため、道や市町村、物流事業者などが連携し、ラストマイル配送や労働生産性

の向上に向けた利用しやすい高速道路料金の実現などに取り組む。 

各輸送モードの特性を活かしたモーダルコンビネーションの取組やダブル連結トラックの

導入促進、貨客混載の取組、輸送時のパレットの標準化、余力のあるコンテナを活用した鉄

道貨物による長距離輸送など、物流の効率化に向けた取組を推進する。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、物流事業者 等 
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○労働環境の改善 

 ドライバー不足の深刻化や CO2排出量の増加などにつながる宅配便の再配達の削減に向

け、行政や関係事業者が連携し、時間指定や多様な受取方法の活用について広く周知するな

ど社会全体への普及・浸透に取り組むとともに、トラックドライバーの適切な賃金の確保や

荷待ち時間の解消といったトラック運送業界の質の向上に向けた商慣行の見直しに関する取

組、SA・PAや道の駅における大型車駐車マスの拡充などトラックドライバーの休憩機会の確

保に向けた取組を進める。 

 働き方改革関連法の適用により労働時間の規定が見直される中、北海道特有の事情を考慮

した働き方のあり方について、繁忙期における農産品等の輸送などに対応するため、総労働

時間の範囲内での時間の割り振りなど、輸送の実態に応じて必要な対策を検討する。 

荷主や消費者等に対し、物流が果たしている役割の重要性や物流問題などに対する周知活

動として、フォーラム等により意識醸成等を図る。 

［関係者］国、道、市町村、物流事業者、住民 等 

 

○本道－本州間における持続的・安定的な物流網構築に向けた検討 

北海道新幹線札幌延伸に伴って生じる鉄道貨物輸送（海線（函館線 函館～長万部間））に

係る諸課題の解決方策等について、国や道、関係する事業者や団体で構成する有識者検討会

議において、中間取りまとめ（令和７年９月）を踏まえた継続的な検討を進める。 

物流の安定化に向けて、フェリー・RORO船による海上輸送は、鉄道と同様に大量・長距離

輸送を担う基幹的な輸送手段として重要であり、災害時のリダンダンシーの確保も含め、船

舶と鉄道は相互に補完されているため、物流の効率化や災害時の物流機能確保に資する港湾

インフラの整備を進める。 

［関係者］国、道、交通事業者、物流事業者、関係団体、有識者 等 

  

○空港を活用した取組の推進 

新千歳空港からの輸出拡大に向けた路線誘致のため、関係機関と連携し、航空会社への

働きかけを強化するなど国際航空ネットワークの拡充に向けた取組を進めるとともに、貨

物需要の取り込みに向けた資機材等の整備など国際航空貨物の物流機能の強化を進める。

また、道外との路線に就航する航空機の貨物スペースの有効活用などにより、道産品の道

外への移出拡大を図る。 

［関係者］国、道、市町村、北海道エアポート、新千歳空港国際化推進協議会 等 

 

○港湾を活用した取組の推進 

港湾における労働環境改善や生産性向上を図るため、シャーシ・コンテナ位置管理等の

高度化や AIターミナルの取組、港湾関連手続等を電子化する「サイバーポート」を推進す

る。また、国内・国際物流の機能強化に向けたターミナルの整備や農水産物の輸出競争力

強化を図る港湾施設の整備、ポートセールスによる港湾利用促進の取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、港湾管理者、関係企業 等 
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（３）安全・安心な暮らしを支える、強くしなやかな交通 

 

【現状・課題】 

  ○人口減少等の進行に伴い、交通・物流双方で人材の不足・高齢化が深刻化しており、人材の確

保・育成はもとより、特定技能制度による外国人材の活用、自動運転や AIなど新技術の活用

に取り組んでいくことが必要となっている。 

  〇本道においては、気候変動の影響による将来の降雨量の増加や、大規模な地震をはじめ、豪

雨、豪雪、火山噴火などの様々な自然災害リスクが存在し、災害発生時には交通障害が懸念さ

れるため、災害等のリスクに備えた交通・物流対策や交通インフラの強靱化・老朽化対策を進

めることが必要となっている。 

  ○本道の CO2排出量は家庭、運輸の割合が高いほか、道民一人当たり CO2排出量は全国の約 1.3   

倍となっており、交通・物流における脱炭素化の取組を進めることが必要となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：JR北海道「2022年札幌圏大雪による大規模輸送障害の検証と改善策」 

■ 令和４年（2022年）２月の大雪   

■ 今後 30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率   

出典：地震調査研究推進本部地震調査委員会「確率論的地震動予測地図  

北海道地方」 

令和７年（２０２５年） 

２月、帯広で１２時間 

降雪量が観測史上 

１位となる１２０ｃｍ 

を記録。 

■ 令和７年（2025年）２月の大雪   

出典：札幌管区気象台「令和７年２月３日から６日にかけての大雪と暴風雪

及び高波に関する気象速報」 

出典：国土交通省「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会提言」 

■ 気候変動に伴う降雨量の変化倍率 

○ 北海道は現在気候（～２０１０年）と将来気候（２０８１～２１００年）の降雨 

量変化倍率が全国平均に比べ高いとの予測。 

■ 運転手不足の状況（北海道） 

出典：北海道総合政策部調べ 

■ 在留外国人数の推移（北海道） 

出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」 



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本的な方向】 

○地域の交通・物流の維持・確保に向け、関係機関の連携により、外国人材を含めた運輸人材の

確保・育成を推進する。  

○災害等発生時における人やモノの輸送を確保するため、関係者間における各種訓練の実施や連

携強化に取り組むとともに、災害に強い交通・物流ネットワークの形成や交通施設の防災機能

強化を推進する。また、交通障害等の発生時には、国内外の旅行者が安心できるよう情報発信

に取り組む。 

○交通・物流における新技術の活用や脱炭素化を推進する。 

 

【交通ネットワーク形成圏】 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、地域の関係者が連携し、就職相談会や学生向けの

業務内容説明会を開催するなど、運転手の確保・育成の取組を進める。 

○道央・道南、道北、道東の各圏域において、各種防災訓練の実施等を通じ、関係機関・団体・

事業者等との連携強化や災害対応力の向上を図るとともに、平時・災害時の輸送力を強化する

ため、高規格道路の早期整備に向けた取組を進める。 

○道央・道南、道東圏域において、定期的な訓練の実施等により広域港湾BCPの実効性向上を図る。 

  ○道央・道南、道北、道東の各圏域において、自動運転の実証試験など新技術の活用による交通

の生産性向上や、次世代自動車の導入など CO2排出量削減に向けた取組を推進する。 

■ 50年以上経過するインフラ施設（北海道）   

出典：北海道総合政策部「北海道インフラ長寿命化計画（施設編）」 

■ 国道の月別通行止め回数（北海道） 

【２０１９年度～２０２３年度】 

出典：国土交通省北海道局「令和８年度 北海道局関係予算概算要求概要」 

約７割が冬期期間に発生 

■ 一人当たりの温室効果ガス排出量の推移   

出典：北海道経済部「令和5年度（2023年度）ゼロカーボン北海道の実現に向けた 

取組に関する年次報告」 
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【具体的な取組】 

①平時・災害時にも強い交通 

○運輸人材の確保・育成 

交通・物流における運転手など運輸人材の確保に向け、行政や事業者など関係者の連携によ

り、運転体験や合同での企業説明会の開催などの取組を進めるとともに、道内の自動車運送業

における、外国人材など多様な人材の活用と適正な受入環境の整備に向けた取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、物流事業者 等 

 

○各種訓練等を通じた関係者間の連携体制の強化と災害等への対応力の向上 

各種防災訓練の実施や交通・物流事業者、関係機関・団体等が参画する会議等の活用によ

り、災害時に備えた関係者間の連携強化や災害対応力の向上を図るとともに、災害等が発生し

た場合でも、社会経済活動の継続に必要な人流・物流を支えるため、交通・物流の関係機関等

における BCPについて、平時から関係者間の連携の下、定期的な訓練の実施等を通じ、実効性

の向上を図る。 

［関係者］国、道、市町村、港湾管理者、交通事業者、物流事業者、関係団体、関係企業 等 

    

○防災・減災対策による耐災害性の強化 

大規模災害時の広域的な復旧・復興活動の拠点として、道の駅の防災機能の強化を進める

ほか、緊急輸送道路上の橋梁の耐震化や幹線道路における防雪対策等を推進するなど、防

災・減災対策による耐災害性の強化を図る。 

［関係者］国、道、市町村、関係企業 等 

    

○交通障害等の発生時における旅行者への情報発信 

災害等の発生時における外国人を含む旅行者に対する情報発信として、関係機関や交通事

業者等が連携し、多言語に対応した「北海道旅の安全情報」サイトなどにおいて主な交通機

関の交通障害等の情報を発信するとともに、SNS等の活用による情報提供を行う。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者 等 

 

○高規格道路網の形成 

広域分散型の地域構造の北海道において、高規格道路網は地域間の連携強化はもとより、

物流や観光、医療など地域の暮らしと産業を支える重要な役割を果たすものであるが、全国

に比べて整備が遅れているため、高規格道路の早期整備に向けた取組を進める。また、大規

模災害の発生に備え、暫定２車線区間の４車線化に向けた取組を進めるとともに、高規格道

路と並行する国道とのダブルネットワークの強化を推進する。 

［関係者］国、道、市町村、NEXCO東日本 等 
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②新技術の活用と環境負荷の低減 

   ○新技術の活用による生産性の向上 

 人手不足や輸送コスト、環境負荷といった課題に対する解決手段の一つとして期待される自動運転

について、積雪寒冷地における先導的な実証試験に向けた取組や更なる普及・拡大、自動運転車の安

全水準を明確化するための調査検討を推進するとともに、AI等を活用したデマンド交通やMaaS、キャ

ッシュレス決済の導入を進める。また､物流DXについて､デジタルツールによる業務の効率化やドロー

ンの活用など､交通や物流の生産性向上に資する新たな技術の活用や活用事例の情報発信を進める｡ 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、物流事業者、関係企業 等 

 

○GX等の推進による環境負荷の低減 

次世代自動車の導入や水素、燃料電池等の利活用に向けた取組のほか、代替燃料取扱いガ

イドラインの策定など内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備や Jクレジット制

度などの検討状況も踏まえたモーダルシフト導入の検討、地域交通の最適化、生活等におけ

る公共交通機関や自転車の利活用の推進などにより、交通・物流分野における CO2排出量を

削減し、環境負荷の低減を図る。 

また、ゼロカーボン北海道の推進に向けて、環境面の観点から、脱炭素に配慮した港湾機

能の高度化を図る取組を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、物流事業者、関係企業、住民 等 
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３ 継続して進める関連の取組 

前重点戦略（2021-2025）から推進している取組や、本重点戦略に関連する取組で、継続して進め

ていくものを以下に掲載する。 

 ○公共交通や貨物鉄道輸送の利用促進 

 公共交通の需要拡大や利用促進に向け、ノーカーデーの推進などの道民運動を展開するととも

に、バスの乗り方教室や高齢者が免許返納しやすい環境づくりを進める。また、本道の貨物鉄道

輸送の利用促進を図るため、貨物鉄道輸送の役割や魅力などに関する情報発信を進める。 

［関係者］国、道、市町村、交通事業者、物流事業者、関係団体 等 

 

 ○地方移住やワーケーションの推進 

 道内への移住・定住を促進するため、「しごと」「住まい」「暮らし」の情報の一元的な発信

を行うなど、移住プロモーションを展開する。また、関係人口の創出拡大を図るため、ワーケ

ーションや二地域居住などの推進を行う。 

［関係者］道、市町村、関係団体、関係企業 等 

 

○観光人材の確保・育成 

 北海道の観光振興を持続的に推進していくため、観光地経営を担う人材や現場を支える人材

の安定的な確保、将来の観光を担う人材の養成に取り組む。 

［関係者］国、道、市町村、関係団体 等 

 

○北極海航路の利活用に向けた機運の醸成 

本道の経済の活性化や国際物流拠点化につながる北極海航路の利活用に向け、社会情勢など

を踏まえた民間企業の取組状況や北極海航路の現状などについて、関係者と連携して情報共有

など行い、機運の醸成を図る。 

［関係者］国、道、市町村、港湾事業者、関係団体、大学、関係企業 等 

 

○社会経済情勢の変化や企業立地の動向を捉えた関連産業の集積促進 

 ＧＸ関連産業の集積に向けた支援や情報発信などの取組を展開するとともに、ＧＸとＡＩ-

ＤＸ、食や観光など本道が優位性を有する分野を主なターゲットに海外からの良質な投資を呼

び込み、本道全体の経済活性化を図る。 

［関係者］国、道、市町村、関係企業 等 

 

○道産品の輸出拡大に向けた取組の推進 

 道産品の輸出拡大に向け、北海道ブランドを活かしたプロモーション活動の展開や輸出先国

のニーズ等の把握、道産品や道内企業の海外展開への支援、効率的な輸出の確立や国内外での

道産農畜水産物の魅力を伝える取組等を進めるとともに、グローバル・リスクに対応しながら

自立的に海外展開ができる人材や、道内外への販路拡大を目指し、北海道の食ブランドを牽引

する人材の育成を進める。 

［関係者］国、道、市町村、関係団体、関係企業 等 
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４ 推進管理 

 重点戦略については、戦略ごとに関連指標を設定し、PDCAサイクルの下、北海道運輸交通審議会の

意見を伺いながら、毎年度、点検・評価を行い、進捗管理を行うとともに、本道の交通・物流を取り

巻く環境変化に的確に対応できるよう、必要に応じて見直しを行う。 

また、重点戦略の取組の推進に当たっては、交通・物流事業者や関係機関・団体で構成する北海道交

通・物流連携会議のネットワークを活用し、情報・意見交換の実施や関係者間の連携強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○北海道交通政策総合指針 重点戦略【2026-2030】の設定 
 ・基本的な方向 

 ・交通ネットワーク形成圏 

 ・具体的な取組 

 ・関連指標 

○重点戦略の取組を推進 
・取組は、多様な主体が相互に補完・連携し、自らの役割を果たしな 

がら、効果的に推進。 

・推進に当たっては、交通・物流事業者や関係機関・団体が参画する 

北海道交通・物流連携会議のネットワークを活用し、情報・意見交換 

の実施や関係者間の連携強化に努める。 

○点検・評価結果を踏まえた対応 
 ・翌年度の取組は、点検・評価結果を踏まえて改善等を行う。 

・本道の交通・物流を取り巻く環境変化を踏まえ、必要に応じ、戦略を見直し。 

○点検・評価 
・重点戦略の推進状況について、指標の進捗状況や交通・物流を取り 

巻く状況、社会経済情勢なども踏まえ、北海道運輸交通審議会の意 

見を伺いながら、点検・評価を実施。 

Plan 

Do 

Check 

Action 
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５ 関連指標一覧 

（１）地域社会を支える、地域課題に適応した交通 

指標 
基準値 目標値 

数値等 年(度) 数値等 年(度) 
①シームレスな交通 
広域的な地域公共交通計画のアップデート件数 0 2024 14 2030 
道のデータ基盤上にGTFSデータを登録してい
る乗合バス事業者の割合 
※GTFS～公共交通事業者が時刻表、停留所、運賃などのサービス情 

報を提供するための標準的なデータ形式 

0% 2024 76.9% 2030 

地域公共交通活性化協議会における共同化・
協業化検討件数 

0 2024 14 2030 

MaaSの取組の導入市町村数 17 2024 37 2030 
②地域を支えるネットワーク 
道内交通空白地区のうち取組に着手できてい
ない市町村数 

18 2025 0 2030 

 
（２）地域経済の成長を支える、地域への人・モノの流れをつくる交通 

指標 
基準値 目標値 

数値等 年(度) 数値等 年(度) 
①インバウンド等への対応 

観光入込客数（実人数） 
道内客 4,154万人 2024 4,700万人 2030 
道外客(宿泊) 516万人 2024 600万人 2030 
外国人客 283万人 2024 400万人 2030 

北海道新幹線の利用者数 173万人 2024 基準値より増加 2030 

道内空港の利用者数 
国内線 2,712万人 2024 2,875万人以上 2030 
国際線 409万人 2024 729万人以上 2030 

地方空港（新千歳・丘珠以外）利用来道率 18.8% 2024 20.0% 2030 
クルーズ船の寄港回数 131回 2024 200回 2030 
キャッシュレス決済等、移動の利便性向上に
資する機器等の導入事業者数 

26 2024 41 2030 

旅行者の満足度(交通機関) 
「とても満足」の回答割合 

道内客 13.7% 2024 20% 2030 
道外客 25.7% 2024 30% 2030 
外国人客 44.8% 2024 50% 2030 

②物流を支えるネットワーク 
雇用が充足している物流事業者の割合(トラック) 30.0% 2024 43.6% 2030 
国際航空貨物取扱量 7,858t 2024 20,000t 2030 
輸出額  3,557億円 2023 5,395億円 2027 

 
（３）安全・安心な暮らしを支える、強くしなやかな交通 

指標 
基準値 目標値 

数値等 年(度) 数値等 年(度) 
①平時・災害時にも強い交通 
雇用が充足している交
通・物流事業者の割合 

バス 3.8% 2024 37.7% 2030 
トラック ＜再掲＞ 30.0% 2024 43.6% 2030 

北海道防災総合訓練の実施件数   年１回 2024 年１回 2029 
高規格幹線道路の整備状況計画に対する開通率 67% 2024 基準値より向上 2030 
緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率（道道） 65.8% 2023 68.0% 2029 

②新技術の活用と環境負荷の低減 
道内での自動運転実証試験件数  13 2024 19 2030 
温室効果ガス実質排出量 4,859万t-CO2 2022 3,788万 t-CO2 2030 

 
※指標の目標値は、関連する計画等の改定などを踏まえ、修正する場合がある。 
※2030年(度)以前の目標年(度)は、関連計画において設定する目標値（「北海道防災総合訓練の実施件数」「緊急輸送道路上 
の橋梁の耐震化率（道道）」）又は中間目標値（「輸出額」）の年(度)。 


